
環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料（平成27年度版）」　第9章　事故からの回復に向けた取組

避難指示区域内
の活動 避難指示区域の見直し前後の変化（2/2） 

（注１）市町村が認める範囲において一時立入りが可能。 

（注２）市町村の申請に基づき、原子力災害現地対策本部の確認を経て実施することが可能。  

（注３）原則として避難指示解除準備区域が対象。居住制限区域においても、要件を満たす 

    場合は、市町村長と原子力災害現地対策本部長との協議の上、実施可能。 

（注４）復旧・復興に不可欠な事業であって、所定の手続きにより認められたものについては 
    事業実施が可能。 
（注５）①復旧・復興に不可欠な事業、②復旧・復興作業に携わる事業者や一時帰宅者等を 
    対象とした事業、③製造業等居住者を対象としない事業、④営農については、所定の 
    手続きを経た上で事業実施が可能。 

（注６）①区域外からの集客を主とする宿泊業、観光業や、②区域内での宿泊者（特例宿泊 
    等の制度に基づく宿泊者を除く。）の存在を前提に実施される事業は実施不可。 

（注７）出荷制限、稲の作付制限及び除染の状況を踏まえて対応。居住制限区域において 
    は、農地の保全管理のほか、地域の営農再開に向けた、市町村等の公的機関の関与 
    の下で行う作付実証等は可能。また、営林は居住制限区域では実施不可。 

内閣府「避難指示区域の見直しについて」及び内閣府「避難指示区域内における活動について」（平成27年６月19日改訂版）より作成 


